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（訂正）「平成 24 年 3月期 第 2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の 

一部訂正について 
 

 

当社は、下記の通り平成 24 年 3 月期 第 2 四半期決算短信にかかる一部訂正を行いましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 訂正の理由及び経緯 

平成 25 年 4 月 19 日付で開示いたしました「訂正有価証券報告書等の提出及び過年度決算

短信の一部再訂正に関するお知らせ」の「1.訂正の理由及び経緯」の通り、平成 21 年 3 月

期決算短信を再訂正いたしました。 

 当該決算訂正により、平成 21 年 3 月期以降の決算短信についても記載事項の一部を訂正

する必要が生じましたので一部訂正を行うものです。 

 

2. 訂正を行う決算短信等 

   平成 23 年 11 月 11 日付「平成 24 年 3 月期 第 2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」 

   訂正箇所につきましては、＿を付して表示しております。 

 

以 上 



  

（訂正前）  

  

１．平成24年３月期第２四半期の連結業績（平成23年４月１日～平成23年９月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

  

  

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

  

  

平成24年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成23年11月11日

上場会社名 日本風力開発株式会社 上場取引所 東

コード番号 2766 ＵＲＬ http://www.jwd.co.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）塚脇 正幸 

問合せ先責任者 （役職名） 代表取締役専務 （氏名）小田 耕太郎 ＴＥＬ 03-3519-7250 

四半期報告書提出予定日 平成23年11月14日     

配当支払開始予定日 ―     

四半期決算補足説明資料作成の有無： 無     

四半期決算説明会開催の有無   ： 無     

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期第２四半期  2,282  14.4  △1,405 ―  △2,000 ―  △4,884 ― 

23年３月期第２四半期  1,995  2.6  △1,784 ―  △2,416 ―  △5,334 ― 

（注）包括利益 24年３月期第２四半期 △5,292百万円（―％）   23年３月期第２四半期 △5,754百万円 （―％） 

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

24年３月期第２四半期  △32,506.72 ― 

23年３月期第２四半期  △35,543.33 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年３月期第２四半期  79,054  10,516  9.6  50,571.92

23年３月期  86,235  15,778  14.7  84,400.74

（参考）自己資本 24年３月期第２四半期 7,600百万円   23年３月期 12,668百万円 

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

23年３月期 ― 0.00 ― 0.00  0.00

24年３月期 ― 0.00     

24年３月期（予想）     ― 0.00  0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  8,500  62.0  △2,000 ―  △3,100 ―  △4,860 ―  △32,336.40

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無



４．その他 

新規   ―社 （社名）            、除外   ―社 （社名） 

  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一切の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期２Ｑ 150,295株 23年３月期 150,095株

②  期末自己株式数 24年３月期２Ｑ ―株 23年３月期 ―株

③  期中平均株式数（四半期累計） 24年３月期２Ｑ 150,271株 23年３月期２Ｑ 150,095株



（訂正後）  

  

１．平成24年３月期第２四半期の連結業績（平成23年４月１日～平成23年９月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

  

  

３．平成24年３月期の連結業績予想（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

  

  

平成24年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成23年11月11日

上場会社名 日本風力開発株式会社 上場取引所 東

コード番号 2766 ＵＲＬ http://www.jwd.co.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）塚脇 正幸 

問合せ先責任者 （役職名） 代表取締役専務 （氏名）小田 耕太郎 ＴＥＬ 03-3519-7250 

四半期報告書提出予定日 平成23年11月14日     

配当支払開始予定日 ―     

四半期決算補足説明資料作成の有無： 無     

四半期決算説明会開催の有無   ： 無     

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

24年３月期第２四半期  2,282  14.4  △1,405 ―  △2,000 ―  △4,884 ― 

23年３月期第２四半期  1,995  2.6  △1,784 ―  △2,416 ―  △5,334 ― 

（注）包括利益 24年３月期第２四半期 △5,292百万円（―％）   23年３月期第２四半期 △5,754百万円 （―％） 

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

24年３月期第２四半期  △32,506.72 ― 

23年３月期第２四半期  △35,543.33 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

24年３月期第２四半期  76,788  8,250  6.9  35,494.91

23年３月期  83,969  13,512  12.4  69,303.63

（参考）自己資本 24年３月期第２四半期 5,334百万円   23年３月期 10,402百万円 

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

23年３月期 ― 0.00 ― 0.00  0.00

24年３月期 ― 0.00     

24年３月期（予想）     ― 0.00  0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  8,500  62.0  △2,000 ―  △3,100 ―  △4,860 ―  △32,336.40

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無



４．その他 

新規   ―社 （社名）            、除外   ―社 （社名） 

  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一切の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年３月期２Ｑ 150,295株 23年３月期 150,095株

②  期末自己株式数 24年３月期２Ｑ ―株 23年３月期 ―株

③  期中平均株式数（四半期累計） 24年３月期２Ｑ 150,271株 23年３月期２Ｑ 150,095株



（２）連結財政状態に関する定性的情報  

  

（訂正前）  

(資産) 

流動資産は商品として計上していた蓄電池の売却を行なった為、前連結会計年度末と比べ3,438百万円減少し、

11,236百万円となりました。固定資産も蓄電池の売却により、前連結会計年度末と比べ3,743百万円減少し、67,817

百万円となりました。この結果、総資産は、前連結会計年度末と比べ7,181百万円減少し、79,054百万円となりまし

た。 

  

(負債) 

社債を未払金に振替した為、流動負債は、前連結会計年度末と比べ3,112百万円増加し43,512百万円となり、固定

負債は、前連結会計年度末と比べ5,032百万円減少し、25,025百万円となりました。 

  

(純資産) 

純資産は、利益剰余金の減少の為、前連結会計年度末と比べ5,262百万円減少し、10,516百万円となりました。  

  

（キャッシュ・フローの状況） 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

656百万円増加し、3,498百万円となりました。  

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は1,215百万円(前年同四半期は1,393百万円の獲得)となりました。税金等調整前四

半期純損失4,890百万円といった減少要因の一方で、たな卸資産の減少2,097百万円、遅延損害金1,264百万円、法

人税等の還付1,112百万円等の増加要因があったことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は446百万円（前年同四半期は360百万円の獲得）となりました。貸付金の回収によ

る収入463百万円、子会社株式の売却による収入353百万円等の増加要因があった一方で、国庫補助金の返納による

支出1,262百万円等の減少要因があったことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は110百万円（前年同四半期は2,658百万円の使用）となりました。これは主に、社

債の償還による支出300百万円があったこと等によるものです。  

  

  

（訂正後）  

(資産) 

流動資産は商品として計上していた蓄電池の売却を行なった為、前連結会計年度末と比べ3,438百万円減少し、

11,349百万円となりました。固定資産も蓄電池の売却により、前連結会計年度末と比べ3,743百万円減少し、65,438

百万円となりました。この結果、総資産は、前連結会計年度末と比べ7,181百万円減少し、76,788百万円となりまし

た。 

  

(負債) 

社債を未払金に振替した為、流動負債は、前連結会計年度末と比べ3,112百万円増加し43,512百万円となり、固定

負債は、前連結会計年度末と比べ5,032百万円減少し、25,025百万円となりました。 

  

(純資産) 

純資産は、利益剰余金の減少の為、前連結会計年度末と比べ5,262百万円減少し、8,250百万円となりました。  

  

（キャッシュ・フローの状況） 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

656百万円増加し、3,498百万円となりました。  

１．当四半期決算に関する定性的情報



当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は1,215百万円(前年同四半期は1,393百万円の獲得)となりました。税金等調整前四

半期純損失4,890百万円といった減少要因の一方で、たな卸資産の減少2,097百万円、遅延損害金1,264百万円、法

人税等の還付1,112百万円等の増加要因があったことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は446百万円（前年同四半期は360百万円の獲得）となりました。貸付金の回収によ

る収入463百万円、子会社株式の売却による収入353百万円等の増加要因があった一方で、国庫補助金の返納による

支出1,262百万円等の減少要因があったことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は110百万円（前年同四半期は2,658百万円の使用）となりました。これは主に、社

債の償還による支出300百万円があったこと等によるものです。 

  

  

  

（訂正前） 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の移動  

該当事項はありません。  

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

  

（訂正後）  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の移動  

該当事項はありません。  

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 

  

（４）追加情報  

（今後の状況） 

平成25年４月12日付で、関東財務局長より発出された当社提出の第10期事業年度（自平成20年４月１日 至平成

21年３月31日）有価証券報告書に係る訂正報告書の提出命令（以下、「本件提出命令」といいます。）に従って、

当社は、平成25年４月19日付で第10期連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）の連結財務諸表

の訂正を行っております。これに伴い、当四半期連結会計期間及び当四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に

ついても訂正を行っております。 

しかし、当社としては本件提出命令には承服できないものとして、平成25年４月18日付で、東京地方裁判所に有

価証券報告書の虚偽記載に係る訂正報告書の提出命令取消の訴訟を提起いたしました。この訴訟の結果、当社の主

張が認められた場合には、四半期連結財務諸表を訂正する予定であります。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項



  

（訂正前）  

当社グループでは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、当第２四半期

連結累計期間においても、1,405百万円の営業損失を計上することとなりました。また、当社グループにおいて、風力

発電所設備建設に係る融資等において返済の不履行が発生しております。平成23年11月に取引金融機関等15社より、借

入金の返済に関して返済猶予を行なう同意を得ることができましたが、現時点においては、これらの事項が発生してい

ることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

当社グループは、経営基盤及び資金繰りの安定化を実現すべく、以下の経営改善策を実行してまいります。 

  

①財務体質の改善 

当社では、所有する風力発電所の施設の一部（風力発電子会社）を売却する方向で交渉を継続しております。固定 

価格買取制度の法案が成立したこともあり、今後の売却交渉に期待ができます。平成23年６月には、由良風力発電所

を売却することで、当社グループの有利子負債の圧縮を進めており、バランスのとれた財務基盤への改善を進めてまい

ります。 

  

②蓄電池設備の有効活用の推進及びNAS電池の販売促進 

収益の多様化を図るために蓄電設備の有効活用を推進すると共に、電力需要の平準化に対応するために活用が見込ま

れるNAS電池の販売を電力会社や発電設備を有する事業所に向けて促進いたします。 

  

③事業運営コストの圧縮 

収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業運営の効率化や事業子会社の収益力の強化を進める

とともに、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い収益力を高めてまいります。 

  

④借入金等の返済に対する取り組み 

当社グループでは、上記の風力発電を取り巻く環境の急激な悪化に伴い、借入金の返済に関し一部延滞が発生してお

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

   

（訂正後）  

当社グループでは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、当第２四半期連

結累計期間においても、1,405百万円の営業損失を計上することとなりました。また、当社グループにおいて、風力発

電所設備建設に係る融資等において返済の不履行が発生しております。平成23年11月に取引金融機関等15社より、借入

金の返済に関して返済猶予を行なう同意を得ることができましたが、現時点においては、これらの事項が発生している

ことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

当社グループは、経営基盤及び資金繰りの安定化を実現すべく、以下の経営改善策を実行してまいります。 

  

①財務体質の改善 

当社では、所有する風力発電所の施設の一部（風力発電子会社）を売却する方向で交渉を継続しております。固定 

価格買取制度の法案が成立したこともあり、今後の売却交渉に期待ができます。平成23年６月には、由良風力発電所

を売却することで、当社グループの有利子負債の圧縮を進めており、バランスのとれた財務基盤への改善を進めてまい

ります。  

  

②蓄電池設備の有効活用の推進及びNAS電池の販売促進 

収益の多様化を図るために蓄電設備の有効活用を推進すると共に、電力需要の平準化に対応するために活用が見込ま

れるNAS電池の販売を電力会社や発電設備を有する事業所に向けて促進いたします。 

  

③事業運営コストの圧縮 

収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業運営の効率化や事業子会社の収益力の強化を進める

とともに、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い収益力を高めてまいります。 

  

④借入金等の返済に対する取り組み 

当社グループでは、上記の風力発電を取り巻く環境の急激な悪化に伴い、借入金の返済に関し一部延滞が発生してお

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要



  

（訂正前）  

  

３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

     
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金及び預金 4,009,790 4,666,272

  売掛金 886,067 558,569

  商品及び製品 5,826,064 3,712,022

  仕掛品 3,243 47,979

  原材料及び貯蔵品 598,022 569,686

  繰延税金資産 1,262 43,067

  その他 3,350,790 1,639,026

  流動資産合計 14,675,241 11,236,624

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物及び構築物（純額） 10,524,913 10,224,257

   機械装置及び運搬具（純額） 35,057,492 33,591,045

   建設仮勘定 22,427,117 21,066,845

   その他（純額） 577,108 561,970

   有形固定資産合計 68,586,630 65,444,118

  無形固定資産 134,144 126,747

  投資その他の資産 2,839,654 2,246,544

  固定資産合計 71,560,430 67,817,410

 資産合計 86,235,671 79,054,035

負債の部 

 流動負債 

  買掛金 15,347 54,337

  短期借入金 11,670,369 11,889,873

  １年内返済予定の長期借入金 8,398,341 9,807,832

  １年内償還予定の社債 1,360,000 600,000

  未払金 14,263,892 15,775,274

  未払法人税等 129,774 123,830

  仮受金 3,405,807 3,409,485

  その他 1,156,220 1,852,026

  流動負債合計 40,399,751 43,512,659

 固定負債 

  社債 7,000,000 3,800,000

  長期借入金 18,630,319 17,157,683

  資産除去債務 2,684,883 2,698,015

  その他 1,742,350 1,369,387

  固定負債合計 30,057,553 25,025,085

 負債合計 70,457,305 68,537,745



  

（単位：千円）

    
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 9,866,185 9,903,302

  資本剰余金 9,742,053 9,779,171

  利益剰余金 △6,424,799 △11,309,616

  株主資本合計 13,183,439 8,372,857

 その他の包括利益累計額 

  その他有価証券評価差額金 96,586 △86,314

  繰延ヘッジ損益 △615,735 △665,286

  為替換算調整勘定 3,837 △20,549

  その他の包括利益累計額合計 △515,311 △772,150

 新株予約権 337,155 293,218

 少数株主持分 2,773,082 2,622,364

 純資産合計 15,778,366 10,516,290

負債純資産合計 86,235,671 79,054,035



  

（訂正後）  

  

（単位：千円）

     
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金及び預金 4,009,790 4,666,272

  売掛金 702,317 374,819

  商品及び製品 5,826,064 3,712,022

  仕掛品 3,243 47,979

  原材料及び貯蔵品 598,022 569,686

  繰延税金資産 1,262 43,067

  その他 3,647,840 1,936,076

  流動資産合計 14,788,541 11,349,924

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物及び構築物（純額） 10,524,913 10,224,257

   機械装置及び運搬具（純額） 35,057,492 33,591,045

   建設仮勘定 20,047,817 18,687,545

   その他（純額） 577,108 561,970

   有形固定資産合計 66,207,330 63,064,818

  無形固定資産 134,144 126,747

  投資その他の資産 2,839,654 2,246,544

  固定資産合計 69,181,130 65,438,110

 資産合計 83,969,671 76,788,035

負債の部 

 流動負債 

  買掛金 15,347 54,337

  短期借入金 11,670,369 11,889,873

  １年内返済予定の長期借入金 8,398,341 9,807,832

  １年内償還予定の社債 1,360,000 600,000

  未払金 14,263,892 15,775,274

  未払法人税等 129,774 123,830

  仮受金 3,405,807 3,409,485

  その他 1,156,220 1,852,026

  流動負債合計 40,399,751 43,512,659

 固定負債 

  社債 7,000,000 3,800,000

  長期借入金 18,630,319 17,157,683

  資産除去債務 2,684,883 2,698,015

  その他 1,742,350 1,369,387

  固定負債合計 30,057,553 25,025,085

 負債合計 70,457,305 68,537,745



   

（単位：千円）

    
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 9,866,185 9,903,302

  資本剰余金 9,742,053 9,779,171

  利益剰余金 △8,690,799 △13,575,616

  株主資本合計 10,917,439 6,106,857

 その他の包括利益累計額 

  その他有価証券評価差額金 96,586 △86,314

  繰延ヘッジ損益 △615,735 △665,286

  為替換算調整勘定 3,837 △20,549

  その他の包括利益累計額合計 △515,311 △772,150

 新株予約権 337,155 293,218

 少数株主持分 2,773,082 2,622,364

 純資産合計 13,512,366 8,250,290

負債純資産合計 83,969,671 76,788,035



  

（訂正前）  

  

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前四半期純損失（△） △3,083,244 △4,890,591

 減価償却費 1,588,108 1,729,749

 受取利息及び受取配当金 △20,515 △38,684

 のれん償却額 11,428 11,428

 支払利息 601,918 624,552

 為替差損益（△は益） 863 －

 子会社株式売却損益（△は益） － △42,604

 固定資産除却損 2,291 57,791

 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 569,860 －

 資産除去債務履行差額 － △1,845

 還付加算金 － △61,116

 受取保険金 － △28,133

 遅延損害金免除益 － △199,876

 投資有価証券売却損益（△は益） 7,155 －

 延滞税等 44,343 －

 遅延損害金 63,258 1,264,156

 割賦契約解約損 － 837,803

 プロジェクト整理損失 － 114,766

 固定資産売却損 － 921,370

 関係会社株式売却損益（△は益） △20,184 －

 株式報酬費用 98,925 30,297

 売上債権の増減額（△は増加） 598,319 326,635

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,500,751 2,097,641

 前渡金の増減額（△は増加） △22,916 －

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,695,044 592,510

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,642,492 38,990

 未払金の増減額（△は減少） △86,015 △2,467,477

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △92,530 △549,837

 その他 27,085 175,440

 小計 1,841,455 542,966

 利息及び配当金の受取額 39,036 32,964

 利息の支払額 △645,855 △534,186

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 159,350 1,112,361

 その他 － 61,116

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,393,985 1,215,221



  

（単位：千円）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 定期預金の預入による支出 △167,317 －

 定期預金の払戻による収入 330,000 －

 有形固定資産の取得による支出 △475,167 △102,136

 無形固定資産の取得による支出 △18,207 △15,585

 投資有価証券の売却による収入 264,239 －

 関係会社株式の売却による収入 44,100 －

 貸付けによる支出 △513 －

 貸付金の回収による収入 101,690 463,000

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 353,329

 敷金及び保証金の差入による支出 － △35,110

 敷金及び保証金の回収による収入 － 148,734

 国庫補助金による収入 321,752 －

 国庫補助金の返納による支出 － △1,262,754

 その他 △39,909 4,478

 投資活動によるキャッシュ・フロー 360,667 △446,045

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,329,167 219,504

 長期借入れによる収入 962,200 －

 長期借入金の返済による支出 △1,660,431 △23,573

 リース債務の返済による支出 － △6,511

 社債の償還による支出 △630,000 △300,000

 配当金の支払額 △933 △128

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,658,332 △110,709

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,753 △1,994

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △910,432 656,472

現金及び現金同等物の期首残高 3,144,931 2,842,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,234,499 3,498,526



  

（訂正後）  

  

（単位：千円）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前四半期純損失（△） △3,083,244 △4,890,591

 減価償却費 1,588,108 1,729,749

 受取利息及び受取配当金 △20,515 △38,684

 のれん償却額 11,428 11,428

 支払利息 601,918 624,552

 為替差損益（△は益） 863 －

 子会社株式売却損益（△は益） － △42,604

 固定資産除却損 2,291 57,791

 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 569,860 －

 資産除去債務履行差額 － △1,845

 還付加算金 － △61,116

 受取保険金 － △28,133

 遅延損害金免除益 － △199,876

 投資有価証券売却損益（△は益） 7,155 －

 延滞税等 44,343 －

 遅延損害金 63,258 1,264,156

 割賦契約解約損 － 837,803

 プロジェクト整理損失 － 114,766

 固定資産売却損 － 921,370

 関係会社株式売却損益（△は益） △20,184 －

 株式報酬費用 98,925 30,297

 売上債権の増減額（△は増加） 519,569 326,635

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,500,751 2,097,641

 前渡金の増減額（△は増加） △22,916 －

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,773,794 592,510

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,642,492 38,990

 未払金の増減額（△は減少） △86,015 △2,467,477

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △92,530 △549,837

 その他 27,085 175,440

 小計 1,841,455 542,966

 利息及び配当金の受取額 39,036 32,964

 利息の支払額 △645,855 △534,186

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 159,350 1,112,361

 その他 － 61,116

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,393,985 1,215,221



   

（単位：千円）

   
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 定期預金の預入による支出 △167,317 －

 定期預金の払戻による収入 330,000 －

 有形固定資産の取得による支出 △475,167 △102,136

 無形固定資産の取得による支出 △18,207 △15,585

 投資有価証券の売却による収入 264,239 －

 関係会社株式の売却による収入 44,100 －

 貸付けによる支出 △513 －

 貸付金の回収による収入 101,690 463,000

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 353,329

 敷金及び保証金の差入による支出 － △35,110

 敷金及び保証金の回収による収入 － 148,734

 国庫補助金による収入 321,752 －

 国庫補助金の返納による支出 － △1,262,754

 その他 △39,909 4,478

 投資活動によるキャッシュ・フロー 360,667 △446,045

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） △1,329,167 219,504

 長期借入れによる収入 962,200 －

 長期借入金の返済による支出 △1,660,431 △23,573

 リース債務の返済による支出 － △6,511

 社債の償還による支出 △630,000 △300,000

 配当金の支払額 △933 △128

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,658,332 △110,709

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,753 △1,994

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △910,432 656,472

現金及び現金同等物の期首残高 3,144,931 2,842,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,234,499 3,498,526



  

（訂正前）  

当社グループでは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、当第２四半期

連結累計期間においても、1,405百万円の営業損失を計上することとなりました。また、当社グループにおいて、風力

発電所設備建設に係る融資等において返済の不履行が発生しております。平成23年11月に取引金融機関等15社より、借

入金の返済に関して返済猶予を行なう同意を得ることができましたが、現時点においては、これらの事項が発生してい

ることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

当社グループは、経営基盤及び資金繰りの安定化を実現すべく、以下の経営改善策を実行してまいります。 

  

①財務体質の改善 

当社では、所有する風力発電所の施設の一部（風力発電子会社）を売却する方向で交渉を継続しております。固定価

格買取制度の法案も成立したこともあり、今後の売却交渉に期待ができます。平成23年6月には、由良風力発電所を売

却することで、当社グループの有利子負債の圧縮を進めており、バランスのとれた財務基盤への改善を進めてまいりま

す。 

  

②蓄電池設備の有効活用の推進及びNAS電池の販売促進 

収益の多様化を図るために蓄電設備の有効活用を推進すると共に、電力需要の平準化に対応するために活用が見込ま

れるNAS電池の販売を電力会社や発電設備を有する事業所に向けて促進いたします。 

  

③事業運営コストの圧縮 

収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業運営の効率化や事業子会社の収益力の強化を進める

とともに、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い収益力を高めてまいります。 

  

④借入金等の返済に対する取り組み 

当社グループでは、上記の風力発電を取り巻く環境の急激な悪化に伴い、借入金の返済に関し一部延滞が発生してお

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  

  

（訂正後）  

当社グループでは、前連結会計年度まで継続して営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、当第２四半期連

結累計期間においても、1,405百万円の営業損失を計上することとなりました。また、当社グループにおいて、風力発

電所設備建設に係る融資等において返済の不履行が発生しております。平成23年11月に取引金融機関等15社より、借入

金の返済に関して返済猶予を行なう同意を得ることができましたが、現時点においては、これらの事項が発生している

ことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

当社グループは、経営基盤及び資金繰りの安定化を実現すべく、以下の経営改善策を実行してまいります。 

  

①財務体質の改善 

当社では、所有する風力発電所の施設の一部（風力発電子会社）を売却する方向で交渉を継続しております。固定価

格買取制度の法案も成立したこともあり、今後の売却交渉に期待ができます。平成23年6月には、由良風力発電所を売

却することで、当社グループの有利子負債の圧縮を進めており、バランスのとれた財務基盤への改善を進めてまいりま

す。 

  

②蓄電池設備の有効活用の推進及びNAS電池の販売促進 

収益の多様化を図るために蓄電設備の有効活用を推進すると共に、電力需要の平準化に対応するために活用が見込ま

れるNAS電池の販売を電力会社や発電設備を有する事業所に向けて促進いたします。 

  

③事業運営コストの圧縮 

収益基盤の改善を進めるために、組織体制の見直しを行い、事業運営の効率化や事業子会社の収益力の強化を進める

とともに、人件費等を含む経費の削減に取り組み、事業運営コスト削減を徹底して行い収益力を高めてまいります。 

  

④借入金等の返済に対する取り組み 

当社グループでは、上記の風力発電を取り巻く環境の急激な悪化に伴い、借入金の返済に関し一部延滞が発生してお

り、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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